
平成 25 年度実績に関する施策・基本事業評価表（兼 主要な施策の成果報告書）

　

単位

本数 18 (10) 12 (9)
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本数 11 (3) 5 (3)
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千円

千円

千円
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千円

人

時間

千円

千円

円

人

3,006

共通目標№

施策Ｎｏ．

主管課名

・自分たちのことや地域の課題に対して、主体的に取り組み、その解決に努めます。
・市政に関心を持ち、積極的に参画します。
・ＮＰＯ・ボランティア団体は、市民と連携して地域課題の解決に努めます。

共通目標名 誰もが主役のまちづくり

・自分たちのことは自分たちで考え、決定、行動する市民が主体となった自治が行われています。
・地域の特性や独自性が尊重され、地域における自主的な活動が行われています。
・市民参画・協働による市政運営が行われています。
・地域コミュニティやＮＰＯなど民間組織によるまちづくりが行われています。

全ての課

施　策　名

事
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所

・
市
　
民

26年度実績

関係課名

施策が目指
すすがた

施策の成果
向上に向けて
の住民と行政
との役割分担
や地域等へ
の期待など

施策の
トータル
コ ス ト

　うち基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

61,451Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

　うち基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

47,201

25年度実績

23,221

17,169

効率性
指　標

　同　　　上
円

2,176

円

　同　　　上
円

1,941－

－

781－
Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

1,065

95,842

1,395

（
地
域

）

そ
の
他

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

23年度実績

　うち基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

－

－

　うち基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

　うち基本事業①を構成する事務事業の決算額小計

－

自治会、町内会、地域振興会等の地域コミュニティは、自主的かつ自立的な活動により、暮らしやすい地域づくりに努めます。

　うち基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

27年度実績

－

－

　うち基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

86,000

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費）

Ｄ．事務事業に要する年間総時間

　うち基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

Ｃ．施策に携わるのべ正規職員数合計

市民参画・協働の推進

区　　　　　分 28年度実績24年度実績

1

地域協働課

1

行
　
政

・公民館をコミュニティ活動の拠点施設とし、地域活動や人材育成に対する支援を行います。
・市政運営にあたり、公募委員の募集など市民参画の機会を積極的に設けます。
・ＮＰＯ団体やボランティアの活動が市民に受け入れられ、円滑に行われるような環境づくりに努めます。
・市の各種計画、事業実施、他の条例事項等が、自治基本条例の理念に沿ったものになっているかを検証します。

－

－

－ 13,340

－ 31,562

－ 41,098

133,201

21,061

－ 2538

－ 8,20010,730

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

34,391

－Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ）

市民１人あたりにおける施策の

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

44,036

－

参考
１時間あたりの平均人件費 － 4,399 4,194

魚津市の人口（各年度12月末時点） － 44,315



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

14
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0

0

44,796

0

9,411,296

0

0

上中島多目的交流センター管理事務

0

0

367,45813,899,469

9,366,500

0

事務事業名

土地改良区総代選挙執行事務

NPO・ボランティア活動促進事業一般会計

一般会計

一般会計

予算なし 企画政策課所管助成制度申請事務

住民自治推進事業

平成25年度

Ｂ

予算残額（円）

成果指標名

平成25年度における
主な事業内容（活動内容）

22年度 23年度

Ａ

Ａ

707,712

29,731

目標値（上段）及び実績値（下段）

115

0

0

施　策　名 市民参画・協働の推進

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

102 102 101

基本事業①の目的（意図）

110 120 125

3

2
13

5

25年度 26年度

130
117

4 75

24年度

Ｂ

１次評価結果

265,727

Ｂ

ボランティア団体及びNPO法人登録数 106

38,000

3

会計名

105

予算現額（円）

0

一般会計

3
コミュニティ機能併設館数

決 算 額（円）

2

基本事業①を構成する事務事業の実績

団体

単位

【住民自治推進事業】
・公民館を地域コミュニティ活動の拠点施設とし、地域住民が地域の必要とする事業を自ら企画展開できる住民主体
の組織づくりを支援し、会則、組織構成などに対する助言を行いました。
・公民館職員を地域振興職員に併任し、地域づくり事業の補助・事務を行うことにより住民自治の推進を図りました。
【上中島多目的交流センター管理事務】
・上中島多目的交流センターの維持管理について、指定管理者と連携しながら適正に管理されるよう努めるととも
に、指定管理者による自主事業において交流人口が増えるよう協働を進めました。

27年度
（中間目標値）

№

館

Ｈ21年度実績
32年度

（最終目標値）

自分たちのことは自分たちで考え、決定、行動する市民が主体となった自治が行われています。
地域の特性や独自性が尊重され、地域における自主的な活動が行われています。

地域コミュニティ活動等の推進

施策Ｎｏ． 1

基本事業名①

23,221,053

314,273

8,269

580,000

13,532,011

0

0

担当課

選挙管理委員会事務局

地域協働課

地域協働課

地域協働課

企画政策課

0

0

0

0

23,928,765

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計
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17,168,794 676,206

0

0

合　　計 17,845,000

施　策　名

基本事業名②

平成25年度における
主な事業内容（活動内容）

【市民協働推進事業】
・魚津市自治基本条例に基づく「魚津市市民参画・協働指針」を策定しました。策定にあたっては、庁内検討会・市民
会議で検討、パブリックコメントを実施し、議会へ説明しました。
・市民や市職員を対象にした「地域づくりコーディネーター養成講座」や「ふるさとを活かした魚津のまちづくり」をテー
マにフォーラムを開催しました。

2.2

市民参画の環境づくり

％

単位

基本事業②の目的（意図）

2.4

23年度

15.4

17.0
35.0

443,870

基本事業②を構成する事務事業の実績

担当課

0

0

0

Ａ

0

0

0

0

0

0

0

Ｂ

選挙管理委員会事務局

選挙管理委員会事務局

165,130

地域協働課

地域協働課

0

0

0

0

0

0

858,142

0

0

0

0

一般会計 うおづまちづくりふれあい講座事業 30,000 1,512

1,002,000

参議院議員通常選挙執行事務

魚津市表彰事業

市民協働推進事業一般会計

520,000

選挙管理委員会事務一般会計 609,000

一般会計

一般会計 15,684,000

0

平成25年度

423,130 96,870

143,858

Ａ

予算残額（円） １次評価結果

28,488 Ｂ

Ｂ

市政に積極的に提案、参加できる機会が十
分あると感じる市民の割合

魚津市審議会等の公募人割合
1.8

2.2

15.0

14.6
19.8

2.2 2.32.2

1.8

19.0

23.0

17.5

21.0
25.0％

3.0

19.0

№ 会計名
決 算 額（円）

施策Ｎｏ．

市民参画・協働による市政運営が行われています。

24年度

1.42.1
2.5

27年度
（中間目標値）

25年度

市民参画・協働の推進

Ｈ21年度実績
22年度

目標値（上段）及び実績値（下段）

26年度 32年度
（最終目標値）

事務事業名
予算現額（円）

成果指標名

0

0

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

1

15,442,140 241,860

企画政策課
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27年度
（中間目標値）

32年度
（最終目標値）

合　　計 33,557,235 21,061,493 12,495,742

0

0

0

0

0

0

予算残額（円）

平成25年度

一般会計 市民公募型提案事業 600,000 600,000

一般会計 地域特性事業 32,957,235 20,461,493

0

数値なし

22年度

市民参画・協働による市政が進められてい
ると感じる市民の割合

50.0 60.0

市民公募型提案事業実施件数
3

件 数値なし
数値なし

5

25年度

基本事業③を構成する事務事業の実績

№
決 算 額（円）

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

単位

数値なし
35.0 45.025.015.0 20.0

19.8
％

基本事業③の目的（意図）

施策Ｎｏ．

市民協働体制の整備

1 施　策　名

成果指標名
24年度

平成25年度における
主な事業内容（活動内容）

地域コミュニティやＮＰＯなど民間組織によるまちづくりが行われています。

基本事業名③

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

2

2

13.6

23年度

予算現額（円）

20.6

2

Ｈ21年度実績

地域協働課Ｂ

26年度

１次評価結果

3

目標値（上段）及び実績値（下段）

事務事業名

市民参画・協働の推進

0

19.5

【地域特性事業】
・地域住民が、地域にある資源の活用や地域の課題を解決するために、地域住民自らの手で行う事業（地域特性事
業）に対して補助金を交付しました。
【市民公募型提案事業】
・市民の自由な発想を生かして、地域課題を解決する事業提案に補助金を交付しました。

会計名

Ｂ12,495,742

0

2 4

0

0

0

担当課

地域協働課



施　策　名 市民参画・協働の推進

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

施策Ｎｏ． 1

25年度の
評価結果
（基本事業
の成果を

考慮し記載）

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【地域コミュニティ活動等の推進】
◆地区公民館を地域コミュニティ活動の拠点施設として、市民自治が展開できる体制（地域振興会）が組織化された地区公民館をコミュニティ機能
併設館として成果指標にしており、最終目標年度を平成32年度から平成27年度に前倒ししましたが、平成25年度は目標値を達成しています。

【市民参画の環境づくり】
◆市民意識調査による「市政に積極的に提案、参加できる機会が十分あると感じる市民の割合」は、Ｈ25年度15.4％と目標値の21.0％を下回ってお
り、また、ここ数年減少傾向にあります。

【市民協働体制の整備】
◆平成23年度から交付している市民団体等を対象にした公募型提案事業については、目標値を上回る件数で実施しています。
◆市民意識調査による「市民参画・協働による市政が進められていると感じる市民の割合」は、Ｈ25年度19.8％と目標値の35.0％を下回っていま
す。

【地域コミュニティ活動等の推進】
◆平成27年度までに13地区の公民館がすべてコミュニティ機能併設館となるよう地域振興の組織化について協議を進めていますが、一部遅れて
いる地区があります。
◆市民自治を進めていくにあたり、地域振興会と区長会の関係について整理し、・地域振興会への補助金・交付金のあり方、交付方法について検
討・整理していきます。

【市民参画の環境づくり】
◆平成25年度に策定した「市民参画・協働指針」を市内13地区で説明会を開催し、組織化されている地区にはより理解を深めてもらい、遅れている
地区には「なぜ必要なのか」の理解が進むよう丁寧な説明を行っていきます。

【市民協働体制の整備】
◆地域住民によるまちづくり、地域づくり事業を展開できる地域については、順次、公民館費を地域振興事業予算に移管していくこととしています
が、それにあたり、例規等の整理をする必要があることから、今後、教育委員会などと協議していきます。
◆市職員は、市民から地域への積極的な参画を望まれており、協働のコーディネーターとしての役割を担うことが期待されることからも意識の向上
を図っていくための研修会等を開催していきます。

【地域コミュニティ活動等の推進】
＜住民自治推進事業＞
◆市民自治を推進していく体制（地域振興組織）が整っていない地区について、組織化に向けた指導・助言などを行うことにより、上野方地区と経
田地区において組織化が進みました。（平成25年度末時点で地域振興会が組織化された地区：大町、本江、加積、上野方、経田）
◆体制が整った地区の公民館については、公民館活動振興事業の一部について公民館費から地域振興予算に移管しました。また、今後、コミュニ
ティ機能併設館に移行した場合の公民館職員の賃金体系や予算処理について整理を行いました。

【市民参画の環境づくり】
＜市民協働推進事業＞
◆平成24・25年度の２年をかけて魚津市自治基本条例に基づく「魚津市市民参画・協働指針」を策定しました。策定にあたっては、各地区の地域振
興会の代表者を市民会議の委員とし、ワーキング方式を取り入れたことなどにより、各地区の事業取組や組織作りの進捗状況などの情報交換や
参画・協働への理解が深まりました。

　（25年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景
（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

部会評価
（協議結果、
今後の方針
及び課題等
について記

載）

施策の重要度 一般

◆平成27年度までに13地区の公民館がすべてコミュニティ機能併設館となるよう、組織化が遅れている地区に対して助言・指導していくこと。
◆各地域において地域住民によるまちづくり、地域づくり事業が展開できるよう課題の検討・整理等を教育委員会と協議を進めること。

経営戦略会
議における施
策の課題及

び方針

施策の重要度 共通

◆地域にあったまちづくりを実現するために設立された組織（地域振興会等）の充実や公民館へのコミュニティ機能併設などにより、市民自治を推
進します。
◆主体的かつ創意工夫のある地域コミュニティ活動や市民団体の活動に対して支援や人材育成など協働を進めるための環境づくりを図ることによ
り、市民参画・協働によるまちづくりを推進します。


